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令和８年３月

 新たな地域医療構想に関するとりまとめ（厚生労働省 地域医療構想及び医療計画等に関する検討会）

 → 令和７年度中に「地域医療構想策定ガイドライン」を策定予定

令和８年７月３日

 地域医療構想策定ガイドライン（厚生労働省）

   → 当初の見込みより３か月程度遅れてガイドラインが発出

令和８年７月７日

 令和８年度第１回島根県医療審議会（地域医療構想部会）

   → ３月のガイドライン発出を見込み、県の地域医療構想の骨子案を審議する予定で開催

   → 発出が遅れたため、「議論のポイント」をお示しし、委員等から意見を徴取

令和８年８月３１日

   令和８年度第２回島根県医療審議会（総会）

   →   部会でのご意見を報告するとともに、「議論のポイント」について委員から意見を徴取

令和８年１０月

   令和８年度第2回島根県医療審議会（地域医療構想部会）

   →   骨子案、必要病床数について審議予定

令和８年１２月

 令和８年度第３回島根県医療審議会（総会）

   →   骨子案、必要病床数について審議予定

これまでの経緯及び今後の予定

※ 以降、素案の審議、パブリックコメントの実施、最終案の審議を経て策定予定 1



・医療法第72条に基づき、島根県内における医療提供体制の確保に関する重要事項

を調査審議するため、島根県医療審議会を設置

・医療法施行令第５条の21及び第５条の22に基づき、地域医療構想について各構想

区域の地域医療構想調整会議における議論が円滑に進むように支援するため、島

根県医療審議会に地域医療構想部会を設置（平成30年10月22日）

・地域医療構想部会設置要綱で定める審議事項は以下のとおり

①各構想区域における地域医療構想調整会議の運用に関する事項

②各構想区域における地域医療構想調整会議の議論の進捗状況に関する事項

③各構想区域における地域医療構想調整会議の抱える課題解決に関する事項

④病床機能報告等から得られるデータの分析に関する事項

⑤構想区域を超えた広域での調整が必要な事項

島根県医療審議会 地域医療構想部会の位置付け
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区分 位置付け

委員
（８名）

・医療審議会委員（※）から指名
※ ①学識経験者、②医療を受ける立場にある者、③医師、歯科医師、薬剤師から任命

専門委員
（８名）

・専門の事項を調査・審議するために知事が任命
・当部会では、各圏域の代表として、保健所が推薦した者を任命

地域医療構想
アドバイザー
（２名）

・県の推薦を踏まえ国が選定
・地域医療構想の進め方について助言
・調整会議に出席し、議論が活性化するよう助言

島根県医療審議会 地域医療構想部会 委員・専門委員・アドバイザー

3



年度 令和８（2026年度） 令和９（2027）年度

月 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 …

地域医療
構想部会

● ● ● ●

医療
審議会

● ● ● ●

意見照会

策定、
取組 策

定
取組（～2040年）

構想
素案

構想
最終案

構想
最終案

法定意見照会
パブリックコメント

骨子案
必要病床数

骨子案
必要病床数

構想
素案

議論の
ポイント

議論の
ポイント

次回10月の地域医療構想部会までに国の
ガイドラインが発出され、県で骨子案を作
成することを前提としたスケジュール（案）

国ガイドライン
発出(仮)

島根県の今後の進め方（案）
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新たな地域医療構想の策定

○「地域医療構想」について

中長期的な人口構造や地域の医療ニーズの質・量の変化を見据え、医療機関の機能分
化・連携を進め、良質かつ適切な医療を効率的に提供できる体制の確保を目的とするもの。

現行（平成２８年１０月策定）
• 各構想区域における病床の機能分化・連携を推進するため、2025年（団塊の世
代が全て75歳以上になる）の医療需要と必要病床数を病床機能（高度急性期・
急性期・回復期・慢性期）ごとに推計し、医療機関の報告に基づき、地域ごとに
関係者の協議を行い、地域医療介護総合確保基金を活用しながら、実現を目
指すもの。

新たな地域医療構想 （令和８年度から都道府県で策定）
• 85歳以上の増加や人口減少がさらに進む2040年（団塊Jr.世代が65歳以上にな
る）に向け、外来･在宅、介護との連携、人材確保等も含めたあるべき医療提供
体制の実現に資するよう策定･推進

• 新たな構想を医療計画の上位概念に位置付け、医療計画は新たな構想に即し
て具体的な取組を進める
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新たな地域医療構想の策定

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)
Ｒ８

(2026)
Ｒ９

(2027)
R10

(2028)

（現
）

地
域
医
療
構
想

新
た
な

地
域
医
療
構
想

保
健
医
療

計
画

介
護
保
険

事
業
計
画

計画期間（Ｒ６～Ｒ１１）
策定

中間
見直し

策定（県）

検討（国）

• 検討会の開催

取組期間（～2025) 取組を継続

第９期計画期間（Ｒ６～Ｒ８）
第８期

策定 第10期（Ｒ９～Ｒ11）

○策定のスケジュール

取組期間
（～2040年）

国ガイドラインの
発出が遅れている

○国ガイド
ライン発出
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新たな地域医療構想の策定

○議論のポイント① 「構想区域」

「ガイドライン」

・ 構想区域には、医療提供体制構築のための議論をする単位と、必要病床数の運用のため
の、大きく二つの役割がある。

・ 構想区域は原則として二次医療圏に一致させて運用をしてきている。

・ 人口が少なく、住民の相当程度が流出していること等により、単独の構想区域として将来の
提供体制を検討することが困難であることが見込まれる場合は、構想区域の統合や再編を
検討する。（人口２０～３０万人以上を目安）

（議論のポイント）
➢ 構想区域の設定については、国から示される（予定の）データを参考にする
とともに、これまで各圏域で、郡市医師会、医療機関、市町村等の関係
者が議論を重ねてきた経緯を踏まえて、検討する。

➢ 外来医療や在宅医療等の一次医療、一般の入院医療に対応する二次
医療、高度・特殊・専門的な医療サービスを提供する三次医療、それぞ
れの場で、限られた医療資源を最大限に有効活用できるよう、医療機関
相互の役割分担と連携をすすめることが重要。
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新たな地域医療構想の策定

○議論のポイント② （新）「医療機関機能」

「ガイドライン」

・ 医療機関が、現在担っている医療機関機能、2040年に向けて担う医療機関機能を、自ら
検討し報告する。（複数の機能の報告も可）
● 急性期拠点機能 ● 高齢者救急・地域急性期機能
● 在宅医療等連携機能 ● 専門等機能
● 医育及び広域診療機能・・・大学病院本院

・ 医療機関からの報告をもとに、地域医療構想調整会議において、遅くとも2028年度までに、
各医療機関が2040年に向けて担う医療機関機能を決定する。

・ 急性期拠点機能は、人口20万～30万人に一つを目安に確保・維持する。

・ 大学病院本院が所在する構想区域の場合には、大学が担う医療の内容や病院間の役割
分担等を踏まえた上で、効率的な提供体制の構築が可能であれば、必要に応じて大学病
院本院と別に急性期拠点機能を確保しうる。

（議論のポイント）
➢ 遅くとも2028年度までに、各医療機関が2040年に向けて担う医療機関機
能を決定する。

➢ 急性期拠点機能については、全県的な視点も踏まえた検討が必要。
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新たな地域医療構想の策定

○議論のポイント③ 「必要病床数（医療需要の将来推計）」

「ガイドライン」

・ 必要病床数は、2040年の推計人口に現在の受療率を乗じ、さらに、地域医療構想の取
組による効果等（病床利用率の効率化、在院日数の短縮等）を反映させ、推計する。

・ 策定後は、これまでと同様、医療機関の病床機能報告をもとに、地域医療構想調整会議
において、実際の診療実態等を踏まえて病床の過不足を議論する。

・ 必要病床数は、人口推計や今後の受療率の変化を反映するため、医療計画の見直しの
タイミングにあわせ、2030年・2036年に、都道府県ごとの取組状況等を踏まえて必要に応じ
て見直しを行う。

（議論のポイント）
➢ 島根県の2020年国勢調査人口は671,126人であり、2040年の将来推計
人口は553,085人（社人研）となっている。（82.4%）

➢ 経営も踏まえつつ、地域の実情に応じて、包括期（回復期）、慢性期の機
能を確保する必要がある。
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島根県では、①の
推計で100を下回る
と想定
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【参考】県内の病床数の推移（病床機能報告、圏域別）
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新たな地域医療構想の策定

○議論のポイント④ （新）「外来医療・在宅医療・介護との連携」

「ガイドライン」

• 診療所の状況等を踏まえながら、病院が補完的に担うべき役割を整理していく必要がある

• 患者の医療へのアクセスを維持する観点が重要

• オンライン診療等による効率化や病院による実施体制の強化といった様々な方策を組み合
わせるなどの取組について検討していく

• 在宅医療は、需要の予測を踏まえ、２４時間の急変時対応、往診、緊急入院の受け入れ
等を地域で切れ目なく提供する必要がある。

• 慢性期の医療需要は、在宅医療、介護施設、療養病床を一体的に捉え、受け皿を整備

（議論のポイント）
➢ 一次医療や医療と介護の連携については、人口の減少やサービス資源の状況が地
域によって大きく異なっているため、住民に身近な市町村が中心となって検討を進めて
いく。

➢ 診療所が減少する中で、拠点となる病院が診療所を支援する役割が今後一層大き
くなることから、地域ごとに病院に求める支援の在り方を検討し、明確にしていく。
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新たな地域医療構想の策定

○議論のポイント⑤ （新）「精神医療」

「ガイドライン」
・ 改正医療法が成立し、新たな地域医療構想に精神医療が位置付けられた。

・ 精神科病院における医療機関機能、医療機関機能報告・病床機能報告の内容や、必
要病床数の推計方法、精神医療と障害福祉サービスとの連携等について、施行に向けて
検討を進めていく必要がある。

・ 国において、ワーキンググループを設置し、精神医療における地域医療構想のガイドラインの
策定に向けて、 2026年度（令和８年度）中を目途に結論を得るべく、検討を進める。

（議論のポイント）
➢ 国の精神医療におけるガイドラインの議論を注視しつつ、今後の議論に向
けて準備をすすめる。

➢ 本体とは、別のスケジュールになる想定。
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１．構想区域
• 人口減少は進んでいるものの、地域によって人口の変化は異なるため、圏域の人口構成を踏
まえると、一律の対応は難しい。

• 救急や周産期など、従来よりも、圏域内で完結することが難しくなる部分が出てくる。より
広域での対応をスムーズにする方法を考えていかなければならない。

• 現在の７つの医療圏を基本として、各圏域のそれぞれの病院の機能を踏まえ、うまく連携し
ていくことが必要。

• 二次医療圏での完結が難しい面もあり、圏域で検討を行っている。

• 人口と医療資源に東西で大きな格差があるので、どのような連携をするかが重要。

• 高齢化や人口減少が進む中、IT機器や遠隔診療の利用も含めて連携を深めていく必要。

• 松江圏域では保健所を中心に検討に着手。急性期拠点機能を持つ病院等について議論する予
定。

• 急性期拠点機能を国は人口20万～30万人で１つと示しているが、地域の実情を鑑みながら、
慎重に検討していく必要がある。

２．医療機関機能

３．必要病床数（医療需要の将来推計）
• 病床数は既に減少している。今後は、病床をいかに維持するかが課題になると思う。特に、
有事の際に病床が不足しないように、病床の運営についても議論が必要。

• 地域医療としては病床は多い方がよいが、稼働率が悪いとやむを得ず減らさざるを得ない場
合もある。

資料２第１回地域医療構想部会（7/7）でのご意見
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４．外来医療・在宅医療・介護との連携
• 介護老人保健施設は常勤医師等の配置があり、在宅医療を支えられる面も多いと考えられる
が、介護報酬が見合わず難しい面もある。医療と介護の連携がしやすい制度を期待する。

• 雲南では既に病院が外来医療、在宅医療との連携を行っているが、さらに強めていきたい。

• 介護と高齢者医療はかなり接近しているので、その点も鑑みた対応が必要。

• 傷病手当金の申請の要因は、精神に関わるものが４割超。非常に重要な問題。

• メンタルヘルスで悩む人が増えているため、しっかり議論していきたい。

５．精神医療

資料２

７．その他
• 医療へのアクセス確保に向けた取組を積極的に行っていただきたい。

• オンライン診療は、患者の医療へのアクセス解消だけでなく、地域の医師のサポートにもつ
ながる。県全域で統一的な方法で実施するためにも、県で積極的に推進していただきたい。

• 医療安全のハードルが上がったこと、働き方改革が進んでいること等により、医療提供体制
の確保が従来よりも難しくなっている面もある。

• 地震や原子力発電所への対応として災害医療の視点も必要。BCPを含め県一体で考える必
要がある。

６．人材確保
• 人材不足も課題。医師や看護師の確保について、県が全体を把握して対応するのが重要。

• 医師確保に非常に苦労している。

• 救急医療を担うには専攻医の確保、育成が重要。

• 周産期医療に関しては、医師だけでなく保健師や助産師も少ない。医療人材の育成が今後非
常に重要。

27


	スライド 0: 新たな地域医療構想の 策定について
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19
	スライド 20
	スライド 21
	スライド 22
	スライド 23
	スライド 24
	スライド 25
	スライド 26
	スライド 27

